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b．バーナード・サイモン・モデル
　『伝統的』な『管理的』組織論に対して，『新しい』r近代的な』と呼ば
れる組織の諸理論は，組織的な人間行動の解明に焦点を絞って組織の解析
を試みる，という共通性をもっている．とはいえ，組織分析の手法はそれ
ぞれ異なっていて，たとえば，メアリー・P・フォレットの場合は，有機体
的組織観の偏向がまざまざと出ているし，バーナードとサイモン（Chester
I，Barnard　and　Herbert　A，　Simon）の場合は，意志決定活動decision－
making　activitiesと相互依存関係interdependenceにアクセントを置い
て，組織の均衡理論を展開する，といった具合である．この場合，「意志
決定は，管理的組織論における‘‘desizn”の考えかたの相似物となるし，
相互依存関係は，人間関係的方針に匹敵する」とクラップはいっている1）．
　組織論の領域で，組織における各個人の意志決定という問題を無視でき
ないと，最初に提言したのはバーナードであった2）．かれはフォーマルな
組織と成員の参加意志という動態的な関係に着目し，組織の存立，発展に
は，個人の協力意志が必須だという認識に到達したのであった．フォーマ
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一ルな組織は協働の秩序と一貫性を保持するために必要であり，イソフォ
ーマルな組織は協働へ活力を与えるために必要である一．このような提
言と認識は，組織のメカニックスの分析という静態的な手法から動態的な
解析へと，組織論の基調に変化をあたえたのであった．バーナードの提出
した問題をうけてサイモンは，組織における各個人の意志決定という主題
を敷術して，意志決定過程にかんする理論を，かれの組織理論のひとつの
支柱とした3）．意志決定過程をひとつの選択choiceの過程とすることで
は両者の見解は一致している．意志決定の具体的な規定については異なっ
ているが一4）．??Sherman　Krupp，　Pattern　in　Organization　Analysis，1961，　p．9．
C．1．Barnard，　The　Functions　of　the　Executive，1938．
HA．　Simon，　Administrative　Behavior，1947．
組織における各個人は，いくつかの代替可能な行為（alternative　possible
actions）を，ゲームの場合の『手』のような形でもっている．それが，選択の
過程を経て『手』の範囲がしぼられ，遂に唯一っの行為が現実の行動として現
われる．他の代替可能な行為は，何らかの判別基準（criteria）に照らして見
合されるわけである．この選択が行なわれる場合に，バーナードは，フォーマ
ルな組織の理論としては解析的な，論理的な選択の過程のみを考え，非論理的・
な行動はインフォーマルな組織の問題としていると解釈される．（パーナード，
前掲書185頁．「個人が行なう行為を区別すれば，大体において，熟考，計算，
思考の結果である行為と，無意識的・自動的・反応的で，現在あるいは過去の
内部的もしくは外部的状況の結果である行為とに分けうるであろう．一般に前
者の行為に先行する過程は，いずれも最後には『決定』と名づけうる行為に発
展する）．サイモンの場合は，入間の習慣や感情にもとつく無意識的，非論理
的要因をも，選択の過程に包摂している．松田武彦「サイモンの組織理論」『米
国経営学』上，東洋経済新報社，昭和31年，85～86頁を参照．
意志決定過程
　「管理論の領域でつねに論じられているのは，‘‘getting　things　done”
にかんする技術artである．あらゆる行為に先だって，まずその行為がな
さるべきだという選択＝意志決定の問題があるはずなのに，それについて
注目したものはほとんど無い」、サイモソの‘‘Administrative　Behavior鷺
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はこのような発想ではじまっている．かれはバーナードの提起した管理過
程での意志決定の主題をさらに敷術して，その組織理論の中核に据えたの
である．意志決定とは，この場合通常考えられているように経営政策の決
定policy　makingを意味しているのではない．それは，管理組織のすべ
ての階層における個々の人びとが，その仕事を行なうことと絡みつかせて
把えられている．「“deciding羽という仕事は‘‘doing”という仕事と同
じように，管理組織のすべての領域に広がっている」．したがって，「管理
論は意志決定にかんする組織原則をそのなかに含まなければならない」1）
のである．このようなサイモンの提言からうかがえるように，その組織観，
組織解析の手法は，古典的・伝統的なそれとは当然異なってくる．
　ところで意志決定とは，数多くの代替可能な行為をしぼって唯ひとつ
の行為を選択すること，であるが，この意志決定はなんらかの判別基準
criteriaに照らして行なわれる．サイモンはその判別基準を，個人の行動
前提behavior　premisesと呼んだ．それは個人の意志決定の前提であり，
またその意志決定を説明する場合の論理的前提でもある．かれはそれを価
値的前提value　premisesと事実的前提fact　premise6とに分けた．価値
的前提として一般的に考えられるものは，組織の目標organization　goals，
個人的な価値personal　values，集団的な価値group　values，能率的基準
criterion　of　efllciencyなどがあげられる．事実的前提は一般に情報のか
たちをとるが，意志決定論が問題にするのは，情報の主観的な解釈su－
bjective　interpretationなのである．　　　　　　　　　’
　ところで，組織体には，それぞれパーソナルな目的をもった参加者parti－
cipantsが入りこんでいる．そこでは参加者のパーソナルな目的と組織の
目的が絡みあっている．そこで，ひとつの問題が問われてくる．パーソナ
ルな目的をもった個人は，どのようにして組織的目的の達成へ参加し，個
人の活動は組織的活動へと整合されてゆくのであろうか．この問いに答え
るために用意された解答はこうである，一組織的目的は，間接的には，
参加者全員のパーソナルな目的なのである．というのは，組織的目的の成
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就にょって参加者のパーソナルな目的が充足されるから．すなわち，組織
的目的の達成のための組織的活動は，参加老の多様なパーソナルな動機を
それによって満足させる紐帯なのである一2）．
　したがって組織における意志決定とは，このr非個人的・客観的な』組
織目的にかかわるのであり，バーナードとサイモソの合理的な意思決定と
は，組織目的にかかわるかぎりでの合目的的な意思決定をいい，合理性
rationalltyとは組織的次元で評価されたそれをさすのである3）．
　このような文脈のなかで，意志決定過程は管理過程と同一視されてくる．
そしてこの過程で個人のパーソナルな目的はその他の環境諸要因と同じく，
合理的な意志決定へ整合されてゆく要因一うらがえしていえば，合理的
な意志決定にたいする偏僑要因として扱かわれることになる．意志決定と
は，与えられた価値的前提によって定められた目的ends　or　goalsの達成
のために，事実的前提によって与えられた手段meansの合目的的・合理
的選択を行なうことである．この場合，目的達成に関係のない情況は背後
におしゃられ，目的達成に関連する情況のみが決定の対象とされる．この
　　　　　　コ　　　　　　　　ような情況の科学的分析によって『事実前提』がえられる．要するにこれ
は，情況のなかから「もしその要素がなけれぽ，またその要素が変えられ
なければ，所期の目的を達成することができない」という戦略的，あるい
は制約的要因strategic　or　limiting　facterの発見である・管理過程には，
このような戦略的要因の発見，代替的手段の提示，代替的手段の評価，お
よび一定の手段の選択という過程が含まれる4）．
　したがってバーナード・サイモソの意志決定論では，決定が戦略的要因
を志向するという意味で，その主観性がつよく打ちだされている5）．組織
目的達成のために不要なものは切り捨てられる．いわば世界は意志決定者
を中心として動くことになる．だがしかし，その意志決定者の奉ずべき
『目的』は一体どこから来るのであろうか一・．
　1．　Simon，　Administrative　Behavior，　p．1．
　2，　ibid．，　p。17．
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3．　ibid．，　p．40．
4．　KrupP，　op．　cit．，　P．92．
5．　ibid．，　P．93
目的と手段の連鎖
　「管理組織のなかの個人の行動は，組織の目的を志向している，という
意味で意図的purporsiveである．この目的志向性＝行動の意図的たるこ
とが，組織のなかで行なわれる個人の行動を組織的なるものとして統合し
てゆく．この目的志向性が欠如するとき，管理administrationは，その
もつ意味を喪失してしまうのである」1）．
　このサイモンの叙述のなかには，個々の人びとの行動が，なぜ組織的な
それとして統合されてゆくか，という聞題についての立論の根拠が示され
ている．この場合，統合coordinationは組織目的への志向性が存するゆ
えに可能なのであり，しかも組織目的というイムパーソナルな目的は，さ
きに触れたように，じつは間接的には，個人のパーソナルな目的を実現す
るための手段であるという意味で，パーソナルな目的なのだと，イムパー
ソナルなものがパーソナルなものへ還元されているのである。
　さらにサイモンの場合，この目的志向性による統合の途は，『目的と手
段の連鎖』，means　and　ends　relationshipしたがってまた『目的の階層
制』hierarchy　of　endsという想定に支えられて，その論理的一貫性を保
持しようとしている．それはこういうことである．
　経営管理の上で達成さるべき終局の目的は経営目的である．しかし，経
営活動が組織体をつうじて行なわれるとき，この最終目的の達成は多くの
中間目的に分割され，中間目的はさらに直接目的に分割されてゆく．した
がってこの目的の分割という点からみるとき，直接目的は中間目的達成の
ための手段であり，中問目的は最終目的達成のための手段である，というよ
　うな目的と手段の連鎖関係が生ずる．ある特定の目的は，より究極的な目
的にたいしては，つねに手段の役割なのである．したがってこのような目
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的と手段の連鎖のなかでは，「ヒエラルヒーの下位の段階は，その直接の
上位の段階で設定された目的の成就のために存する」2）のであり，『目的』
は組織のヒエラルヒーを貫通してゆくことによって伝達され，精練される．
だからこそ，組織のヒエラルヒーは，『決定』の進行してゆく中心点pr－
ocessing　centersとなるのである．
　したがって，目的志向性という名辞には，目的の階層制一したがって
また決定の階層制hierarchy　of　decision　という内容が含まれている．そ
してそのことが，『組織的行動の統合』ということを正当化する論理的根
拠となっている．一一定のヒエラルヒーのレベルにおける目標は，その
下位のレベルにとっては目的として考えられ，上位のレベルにとっては手
段とみなされる．この目的のヒエラルヒーの構造をつうじて，行動は統合
され，斉合される．なぜなら，各成員の行動は，より包括的な価値の尺度
＝終局的な目的によって評価されるからである．
　したがってサイモンが意志決定理論を中核にすえて組織論を展開しよ5
とするとき，かれの第一義的な関心の的となったのは，『水平的分業ある
いは専門化』horizontal　specializationではなくて，『垂直的分業あるい
は専門化』vertical　specializationであった．サイモンが垂直的分業に心
をよせるには，すくなくともつぎのような理由があった．
　1．水平的な分業が存在する場合に，垂直的な分業は執行者operative
　　employeesのあいだの統合のために不可欠である．
　2．　水平的な分業が仕事の専門化，熟練の発達を促進するように，垂直
　　的分業は決定の専門化expertiseを促進する．
　3．垂直的分業の確立によって，従業員に報告責任accountabilityをと
　　らせることができる3）．
　意志決定のexpertise，報告責任の貫徹，および統合のための不可欠の要
件として，垂直的分業が主要な働らきを期待されている．
　ところで，「集団行動において主要なことは，正確な意志決定が行なわ
れることばかりでなく，集団のすべての成員が同一の決定same　decision
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をとることが肝要なのである」．サイモンはボートをつくる場合を例とし
てこう説明している．10人の男たちがボートをつくろうと決定して，それ
ぞれみずからの計画をもち，それを相互に伝達しなかったとしたら，航海
に耐えうるようなボートをつくるチャンスをもつことはできないだろう．
もしかれらが一つのごく平凡なデザインを採用し，それを墨守しつづけた
としても，よりよく成功することができるであろうに一4）．ここで説か
れているのは，水平的分業と垂直的分業の交織の問題であり，垂直的分業
による整合・統合の問題である．かくして，オペレーションの総体的な計
画をふまえて，組織のすべての成員の活動の統括のために，決定機能が集
中化されねばならない．そしてそれはヒエラルヒーをつうじて，オーソリ
ティauthorityあるいは影響力influenceの行使によって可能とされるの
である．かくしてバーナード・サイモソ理論の第二の核心的問題がうかび
あがってくる．すなわち，そのような統合はいかにしてなされるのか一
組織の期待する方向にむかって，いかにして個人，あるいは集団の行動が
動機づけられ，統合されるのか一組織の目的達成という文脈のなかで，
どのような心理的，社会的動機が関連づけられていくのか，という問題で
ある．パーナード・サイモン理論に特有のオーソリティ概念の問題もこの
脈絡のなかで胚胎する．
　1．　cf．　Simon，　Administrative　Behavior，　p．61．
　2．　ibid．，　P．5．
　3．　ibid．，　p．10．
　4．　ibid．，　pp．9～10．
影響力・オ’一ソリティ・組織的均衡
　『組織的行動の統合』というサイモン・マーチ流の主題の展開してゆく
なかで，つぎのような問題には，どのような解答が準備されているのだろ
うか一．組織の目的達成という脈絡のなかで，成員はどのようにして組
織の期待する方向へ動機づけられ，統合されていくのであろうか．そして
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その場合，心理的・社会的動機のどんな局面が目的達成という脈絡のなか
に組みこまれていくのであろうか．さらにこのような組織的行動をつうじ
て表明される組織のメカニズム，均衡，相互作用の様式はどのように説明
されているのであろうか一というような問題である・このような問題領
域は，『合理的』な人間行動のみならず，『非合理的』なそれをも含む領
域であり，「組織理論がそのような人間行動の局面にたいして，どのよう
な解析の枠組を提供するか」1）という問題領域なのである．
　ところでこの組織とその成員の交接する切点という，きわめてダイナミ
ックな問題領域を切ってゆく場合に，サイモソとバーナードは，三つの側
面一相互にいちじるしく連関する一からアブP一チする．すなわち，
（i）個人の選択，動機および『無関心圏』，あるいは『受諾圏』の問題
（ii）オーソリティ，受容および影響力・同一化の問題　（iii）誘因と貢献
のシェーマおよび組織の均衡の問題，などである．
　（i）　r無関心圏』
　一方の極における『目標』，他方の極における『動機』．統合された組織
的行動が成りたつためには，フォーマルな組織から指示された『決定』あ
るいは『命令』が，個人によって受容され，それにむかって動機づけられ
ることが必要である．この文脈のなかでサイモン・バーナード理論に特有
な『無関心圏』あるいは『受諾圏』‘‘zone　of　indifference　or　acceptance”
の考えかたが登場する．その内容はこうである．
　「もし適度に実行可能な行為にたいする命令を，受令者の命令受容可能
順に並べると，第一段階には明らかに受容されないもの，すなわち，確実
に服従されない命令がいくつかあり，つぎには，多かれ少なかれ中立線上
にあるもの，すなわち，どうにか受容されるか，あるいは受容されない瀬
戸際にある他のグループがあり，さいごに問題なく受容されうる第三のグ
ループがあると考えられよう．このさいこのものがr無関心圏』内にある
わけである．受令老はこの圏内にある命令はすべてこれを受容するのであ
り，オーソリティという問題が考慮されるかぎりにおいて，その命令が何
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であるかについて受容者は，比較的に無関心である」2）
　このようなr無関心圏』の存在は，イムパーソナルな組織目的の達成の
ための，有力な手段である。無関心圏の大きさ，範囲を操作するための手
法が，そこから胚胎する．無関心圏の境界boundaryという問題は，管理
方策と無関係ではありえない．そしてそれはまた，「この組織理論におけ
る関心のキイ・ポイントのひとつをなす」．3）．かくしてサイモン・バーナ
ード理論では，無関心圏の境界と範囲の操作の問題が一賞罰，説得，誘
導などによる一展開されることになる4）．
　ところで，この無関心圏なるものを，個人の側の選択の問題としてみて
みれぽ，いうまでもなく，決定＝命令＝オーソリティの受容の問題である．
それは個人の”内面”にかかわる問題である．しかもクラップの表現を借
りれば，バーナードとサイモンの場合，問題とされるのは「受容の範囲が広
いか狭いかという問題であって，個人が組織的な行動前提を受容してもよ
いという同意は，つねに自発的な交換voluntary　exchangeの問題として
扱われている．経営者であろうと靴磨き人であろうと，”同意”という点
からは同様にみられてしまうのであり，かれらの相異はただ受容の程度の
問題だということになる．無関心圏の内部ではかれらは，　（ともに）組織
人なのである……」5）．したがつてこの無関心圏の範囲と境界をできるだけ
大きくしてゆこうとする管理的発想は，「無関心圏のあいまいな意味づけ
をつうじて，環境要因を抹殺し，ヒエラルヒーの影響力を代置し，しかも
自律的な選択という幻想を保持することになる」．　このクラップの指摘は
するどい批判である．「無関心圏を主としてその心理学的局面でとりあつ
かうことは，組織の解析のなかで，対外的要因を一それらの要因が心理
学的局面のなかにとりいれられていることを除けば一排除することにな
る．（したがって），重要なのは賃金率の問題ではなく，賃金の誘因だとい
うことにもなる．……賃金率が連関させられるとしても，誘因に関連する
ものとしてあつかわれるのである」6）．
　（ii）　オーソリティと受容・組織への同一化
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　組織の目的の達成のためには，命令＝決定が伝達され，構成員の行動前
提にならねばならぬ．一一オーソリティ理論は，この組織の相互作用mu－
tual　interdependence，もしくは影響力influenceの脈絡のなかで展開さ
れる．
　サイモンは，バーナードのあとをうけて，組織における伝達過程の理論
を彫琢した．影響力とは，組織の個人から個人へ行動前提が伝達される能
力をいい，サイモンは伝達過程の理論を，影響力の理論として展開した．
この場合，影響力のカテゴリーとして，ふたつのそれが考慮されている，
　すなわち，ひとつは，組織に有利な意志決定をなす方向に，個人の態度，
習性，心的状態を条件づけるような影響力をさす．それは，組織にたいす
る同一化identificationや能率の観念をうえつけることによって，さらtc
一般的には教育訓練をつうじて作用する，とされる．
　他のひとつは，組織の他の部分で行なわれた決定を，各個人に伝達する
場合の影響力であり，ここに，オーソリティ，助言活動，情報活動などが
登場する．この場面で想定されているのは，影響力を発動する側の伝達力
capacity　to　communicateと受ける側の受容力receptivityである．調整
活動coordination一組織における各個人の意志決定に統一的方向をあた
え，すくなくとも相互の一貫性をある程度確保する活動一は，この伝達
力と受容力に依存してくるのである．そしてこの『受容』こそが，サイモ
ンあるいはバーナードの」r　一一ソリティ理論の基底をなすものとなる．オー
ソリティとは，組織の構成員が組織的な行動前提を，みずからのものとし
て受容することに他ならないのであるから．たとえば，サイモンにあって
は，
　「下位者が上位者の決定の批判的検討を行なうことなしに，上位者の決定
を受容するとき，下位者はオーソリティを受容したというぺきである」7）．
　またバーナードにおいては，
　「オ・一ソリティは，フォーマルな組織における伝達（命令）のもつ特性
なのであり，伝達がなされることによって，ナーソリティは，組織への貢
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献者＝構成員により，その行為を規制さるものとして受容される」8）．
　このようにして，バーナード・サイモン流のオーソリティの特質は，受
諾者の批判的能力が弛緩することにある．そしてこの場合，rオーソリテ
ィ関係』authority　relationshipの成立が想定されるのである・このように
してオーソリティは，『受容』を基軸として把えられることになる．
　ところでこのような『受容』を基軸とするオーソリティ理論は，オーソ
リティ関係を組織構成員の『準拠枠』frame　of　referenceの問題にすりか
えるという問題性を有している．受容するか否かという問題は，さきにみ
たr無関心圏』とその領域の操作という問題に道を展いていく．管理的操
作の対象としてこの領域があつかわれていくとき，労使関係を基軸とする
力関係power　relationsから生ずる問題は，この　authority－consent　axis
の枠組のなかでは，介入する余地だに残されないのである9）．
　このようなr受容』理論をいっそう洗練して，サイモンはr同一化』と
いう考えを明確にうちだした．
　このことは，意志決定の没人格化impersonality　of　decisionを表徴す
る，きわめて興味ぶかい問題である．
　すなわち，個人が意志決定を行なう場合に，その行為の結果を特定の集．
団にたいする価値観にかかわらせて，行為の選択を行なうとき，その個人は
集団と同一化している，という10）．したがってそこでは，意志決定の行な
われる場合の価値前提value　premisesのひとつとして，個人みずからの
価値よりも集団の価値が選ばれている．このようにして意志決定の没人格
性が完成される．
　バーナードとサイモンにおいては，「組織は人間活動の体系一協働行
為のひとつの側面，意識的に統括された人間の活動や諸力の体系だ」11）と
定義されている．したがって，そこでは「個人的な行為を非人間的な行為
体系へ貢献しようという気持がまず必要であり，個人が行動の自由を放棄
することによってはじめて活動は統括されうるのである」12）．それゆえに
こそ，バーナードにおいても，組織構成員としての意志決定と個人として
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のパーソナルな意志決定の異なることが，認知されていた．決定をなす努
力は，「それが組織にあたえる効果と，それが組織目的にもつ関係の見地
から，非個人的なものとみられる」13）のである．この「決定行為は……，
その意図と効果においては非個人的かつ組織的なものである」13）．
1．Simon，　Models　of　Man，1958，　p．1．
2．　Barnard，　op。　cit．，168～169．
3．　KrupP，　OP．　cit．，　P．
4．　Barnard，　op．　cit．，　p．149，Simon，　op．　cit。，　pp．153
5．　KrupP，　oP．　cit．，　P．99．
6．　ibid，，　p，101．
7．　SimQn，　op．　cit．，　p．11，
8．　Barnard．，　op．　cit．，　p．102．
9．　cf．　Krupp，　op．　cit．，　p．104
10．　Simon，　Qp．　cit．，　P．205．
11．　Barnard，　op．　cit．，　p．73．
12．　ibid，，　p．84．
13．　ibid．，　pp．187～188．
　（iii）　『誘因と貢献』および『均衡』の理論
　組織的行動がイムパーソナルなものだとしたら，構成員はいかにして，
協働の意欲と自発性をもつて，組織的行動に参加するのであろうか．この
問いに答えるために用意されるのが，『誘因と貢献』inducement　and
contributionのシェーマである．組織の影響力の作用のもとで，個人がそ
の行動を変容させ，組織が要請する方向に行動を適応させていくという想
定は，個人的価値と組織の状態とのあいだに，『誘因』と『貢献』の方程
式を描きだすことによって可能とされるのである．
　バーナードの場合，「協働の力は，個人の協働意志と協働体系に努力を
捧げようとする意志に依存していた」．　この組織のエネルギーを形づくる
個人的努力は，協働体系の提供する誘因によって獲得される．「誘因が適
当でなけれぽ組織は解体するか，目的を変更するか，あるいは協働が失敗
することとなる．したがってどんな組織においても，その存続上もっとも
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強調されなければならない仕事となるのは，適当な誘因を提供するという
ことである」1）．したがって協働体系としての組織の存続・発展のためには
，効果的な誘因の配分を考え，構成員の協働意志を確保してゆかなければ
ならないという『誘因の経済』economy　of　incentivesカ§主張されるので
ある．
　バーナードの誘因を分類するとつぎのとおりである．
　まず，誘因には二つの側面が考慮される．客観的誘因と主観的誘因であ
る．客観的誘因は狭義の誘因であり，主観的誘因は，客観的誘因にたいす
る態度・心的状態をいう．客観的誘因を増加提供して協働意志を促進する
方法を『誘因の方法』とよび，それにたいして主観的態度を改変して協働
意志を増大させる方法を『説得』の方法という．
　1．客観的誘因
　　a　特殊的な，個人個人に特定的に提供されうるもの
　　　イ　物質的誘因　賃金・給与
　　　ロ　個人的・非物質機会の提供　社会的承認・威信・勢力などの提
　　　　供．たとえば表彰，昇進など。
　　　ハ　好ましい物的作業条件　作業ないし任務の難易，場所の快適さ
　　　二　理想の達成感　個人のさまざまな理想や願望を満足させる組織
　　　　の能力
　　b　一般的誘因　特定の個人にのみ与えることはできず，一群の人び
　　　とに共通して存在し，また共通でしかあたえることのできないもの
　　　ホ　社会接触上の魅力　社会的調和性　組織の成員，ことに直接，
　　　　接触する範囲での成員間に，人種，民族・宗教・階級・習慣・道
　　　　徳・社会的身分・教育・野心などの差異が少なく調和があれば，
　　　　協働意志は増進する．
　　　へ　成員のそれまでに身につけた習慣に適合するという誘因
　　　ト　参与の機会の拡大，自我の拡充感
　　　チ　心的交流の状態
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　またサイモソは，r誘因』をつぎのように分類している2）．
　1．組織の目標
　　　組織の目標が個人のパーソナルな目標と直接的に一致する場合一
　　すなわちそれによって，組織目標の達成が同時に個人に満足をもたら
　　すというような場合．たとえば企業の場合に，良質で廉価な製品の製
　　造と販売という目標が顧客への誘因となって，顧客の目標と一致する．
　　一ちなみに，サイモソの場合には，組織参加者organization　part－
　　icipantsという用語が用いられ，顧客もその購買行為をつうじて当該
　　組織への参加者となる．　　　　　　　　　　　　　　　．
　2．従業員の参加をうながす誘因
　　　この場合，組織の提供する誘因は，組織目標とは無関係であり，個
　　人は，組織目標にたいする賛同や，組織目標達成からもたらされる満
　　足感からではなく，賃金，地位などの誘因によって，組織に貢献する．
　3．組織の規模と成長からもたらされる価値観
　　　誘因の第3のタイプは，組織の規模が大きくなり，拡大することか
　　らもたらされるものである．この誘因は，とくに企業者，経営者とい
　　うような組織の上位者にたいして有効である．すなわち，企業者の場
　　合には，かれの志向する利益の獲得という目的は，企業規模の拡大と
　　密接に関連しているし，また，利益獲得と同様に，威信とか権力のよ
　　うな非金銭的価値に関心があるからである．経営者の場合にはとくに，
　　大きな事業体の運営にたいするつよい愛着がある．この第3の誘因は，
　　バーナードのいう「他の事情が等しければ，多くの人びとは，大きく
　　て有用で効果的とみなされる組織への結合一組織への参加一を好
　　む」という誘因と対応している．
　ところで，このようにバーナードやサイモンが分類したr誘因』は，人
びとの組織にたいする『貢献』をひきだすためのものであり，この『貢献
意志』こそは，バーナードにあっては，組織の本質的要素をなすものと規
定されたのであった．すなわち，それは「人びとがこころよくそれぞれの
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努力を，協働体系cooperative　systemへ貢献しようとする意志」3）であ
り，それなくしては，そもそも『組織』それ自体は成立することすらでき
ない．したがって，貢献意志をひきだす誘因が適当でなければ，組織は
「解体するか，目的を変更するか，協働が失敗することになる」4）．だか
らこそ，バーナードは，協働体系としての組織の存続と成長のために，効
果的な誘因の配分が必要だと考え，それを『誘因の経済』economy　of
incentivesとよんだのであった．そしてその場合，組織の提供する客観的
な誘因が十分でないときには，個人の主観的な態度を，『説得の方法』に
よって変えてゆかねばならない，と説いたのであった．パーナードの組織
解析の手法については，のちに批判の機会を譲るとしても，このような誘
因理論の提出が組織論の分野でもった意味は，2つあった，と思われる．
1つは，組織の存続・発展のために，成員の協力意志が必須であり，また
組織の存続・発展は，それに依存しているのだということ，さらに，個人
のそのような貢献と組織の提供する誘因のあいだには相互関連があること
を指摘して，組織と成員のかかわりあいの領域に分析の視点をすえたこと，
すなわち，ダイナミックな組織分析の途が，そこから展けていった，とい
うことである．その2は，誘因の多様性を指摘することによって，それま
での伝統的組織論にこびりついていた経済的誘因の過大視を打ち破った点
である．
　ところでサイモンは，各個人が組織への貢献を持続するような状態一
r均衡状態』state　of　equilibrium一にある場合にかぎり・組織は存続・
成長するのだとの見解にたち，バーナードの提唱した組織的均衡の考えか
たをさらに精密化している．
　すなわち，サイモンによれば，組織への参加者は，組織がかれらにたい
して提供する『誘因』と引換に組織に貢献する．この『貢献』と『誘因』のタイ
プによって，組織参加者の性格が，機能的な観点から分類される．　　た
とえば，顧客や融資老が資金を提供するのは，そのかわりに，それぞれ，
製品や利子などの誘因を組織から提供されるからであり，従業員は，時間
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と労力を提供して，給料・賃金をうけとるという具合である．また経営者
は時間と労力を貢献し，俸給を誘因のひとつとする点では従業員と同様で
あるが，組織の大きさや成長に，より大きな誘因を有しているし，主な貢
献はむしろ，組織のコントP一ルにある，等々である．
　そして各参加老は，組織の提供する誘因が，組織の要請する貢献にひと
しいか，より大きい場合に，その組織への参加を継続する．この場合，
r誘因』は参加者個人にたいする主観的価値に依存し，また参加者のもつ
代替行為の範囲一部署を変えるとか，他の組織へ移動する等々の一一Lに
も依存する．そして，この他の組織に参加する可能性の大きさは，参加者
の『誘因マイナス貢献』の差を測定する場合のゼロ・ポイントとなる．
　ところで，参加者のひとつのグループの『貢献』は組織が他のそれにた
いして提供する『誘因』の源泉として把えられている．たとえば，顧客が
提供した貨幣は，企業者や従業員の参加をうながす基本的な誘因となる
一．このようにして，「貢献の総額が，その種類と量において，必要と
される誘因の種類と量をまかなうのに十分であれば，組織は存続し，成長
する」という誘因と貢献の図式が描かれ，かくして『組織の均衡』の図式
が完成する．組織は，参加者のグループが提供する『貢献』をイソプット
inputとして処理し，それを『誘因』というアウトプットoutputとして
参加者に分配する．その意味で緯織は価値についての一種の転形を行なう
のであり，この点をついて，「組織的均衡の理論は一種の『価値の流れ』
の理論である」という指摘がある6）．
　1．　Barnard，　op．　cit．，　p．139
　2．　Simon，　op．　cit．，　CHAP，6．
　3．　Barnard，　Qp．　cit．，　p．72
　4．　ibid．，　p．139。
　5．　Simon，　op．　cit．，　pp．111，113．
　6．馬場敬治『入間組織の研究における向後の展開のために』
　組織における人間行動の解析をめざしたサイモン，バーナードは一と
くにサイモンの場合には，その理論的諸仮説の経験的験証という実証科学
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への提唱を行なっているが一，その理論的枠組の中心に組織構成員のr意
志決定』という主題を据えた．そして構成員のr参加意志』，『協働意志』，『自
発性』などの問題を手がけてゆくとき，組織の提供する誘因と構成員の提
供する貢献のバランスーE組織的均衡』論をうちたてたのであった．バ
ーナード，サイモンのこのような組織理論および組織解析の手法について
は幾多の論点を提出することができる．またバーナード・サイモン・モデ
ルにたいするクラップの批判は，鋭く，かつ啓示的である1）．それらの点
および，このような組織理論のもつ意味については，終章でまとめて扱か
うことにする．次章では，マーチとサイモンの共作『組織論』Organiza
tions，19582）をとりあげてみよう．かれらはそのなかで，それまでの組織
解析の手法の整序を試みているし，またなにより興味ぶかいのは，バーナ
ードによって開拓され，サイモンによって彫琢された組織解析の基礎的諸
概念と前提が，そヒで結実しているのである．
　1．　Krupp，　op．　cit．，　pp．105～117
　2．James　G．　March　and　H．A．　Simon，　Organizations，　N．Y．　Wiley，1958．
